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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第99期

第３四半期
連結累計期間

第100期
第３四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 104,204 117,673 141,793

経常利益 (百万円) 2,049 2,498 2,918

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,464 1,853 2,068

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,767 393 3,080

純資産額 (百万円) 33,148 32,426 32,461

総資産額 (百万円) 73,397 73,229 73,709

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 35.07 44.39 49.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 44.8 44.0 43.7
 

　

回次
第99期

第３四半期
連結会計期間

第100期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 15.48 18.90
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

 
当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、報告セグメントの名称及び区分を変更しております。詳細は、「第２ 事業の状況」をご参照ください。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国の景気は堅調に推移しましたが、ユーロ圏は低成長となり

ました。また、中国においては米中貿易摩擦の影響もあり成長率が低下し、アジア新興国も輸出の低下等により総

じて低成長となりました。一方、我が国経済においては、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

このような状況の下、当社グループは2019年度までの３ヶ年中期経営計画「Next Stage 2019」を掲げ、ポート

フォリオマネジメントを推し進め事業戦略を推進してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、1,176億７千３百万円と前年同期の12.9％にあたる134億６千

９百万円の増収となりました。また、営業利益は21億３千８百万円と前年同期の52.4％にあたる７億３千５百万円

の増益、経常利益については、24億９千８百万円と前年同期の21.9％にあたる４億４千８百万円の増益となりまし

た。親会社株主に帰属する四半期純利益については、18億５千３百万円と前年同期の26.6％にあたる３億８千９百

万円の増益となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は44.39円となりました。

なお、主な要因は以下のとおりであります。

・売上高については、全ての報告セグメントが前年を上回ったため、増収になりました。

・営業利益については、販売費及び一般管理費が若干増加したものの、売上高の増加により売上総利益が大幅に

増加した結果、増益となりました。

・経常利益については、持分法による投資利益の減少や為替差損の増加等があったものの、営業利益が増加した

結果、増益となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
なお、第１四半期連結会計期間より、当社の組織を再編し、商品カテゴリーを切り口とした本部・グループ制

（化学品本部、石油製品本部、機能材料本部、合成樹脂本部、機能建材本部の５本部）から、相互に関わりある事

業群を基軸とした事業部門・事業部制（第一事業部門、第二事業部門、第三事業部門の３事業部門及び事業部門か

ら独立した自動車事業部）に変更を行いました。この組織体制に伴い当社グループの業績管理区分も変更し、報告

セグメントを、従来の「化学品関連事業」「石油製品関連事業」「機能材料関連事業」「合成樹脂関連事業」「機

能建材関連事業」の区分から、「第一事業」「第二事業」「第三事業」「自動車事業」といたしました。
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セグメントの名称 主な事業 事業内容及び主な取扱商品

第一事業

電池材料事業
資源・環境ビジネス事業
樹脂・難燃剤事業
医薬関連開発事業

電池材料
レアアース・レアメタル、環境関連
合成樹脂・難燃剤
原薬・医薬中間体

第二事業
石油製品事業
石油ビジネス開発事業

潤滑油、ベースオイル、添加剤
海外事業開発

第三事業
高機能素材事業
機能建材事業

化学品原料、印刷材料、合成樹脂加工品
機能建材

自動車事業 自動車事業 自動車部品関連事業

 

また、従来当社グループは、営業利益に受取利息及び支払利息を調整した金額をセグメント利益としておりまし

たが、業績管理指標を経常利益に移行したことに伴い、第１四半期連結会計期間より当社グループのセグメント利

益を「経常利益」に変更いたしました。

 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。

 
① 第一事業

第一事業の売上高は、306億５千１百万円と前年同期の27.2％にあたる65億４千６百万円の増収、セグメント利

益につきましては、６億９千３百万円と前年同期の59.1％にあたる２億５千７百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・電池材料事業は、自動車用などの電池材料が好調に推移しました。

・資源・環境ビジネス事業は、環境関連は前年同期並に推移し、資源関連は好調に推移しました。

・樹脂・難燃剤事業は、難燃剤は前年同期並みに推移しましたが、樹脂は低調に推移しました。

・医薬関連開発事業は、新規事業の開発に注力しました。

 
② 第二事業

第二事業の売上高は、313億１千万円と前年同期の14.9％にあたる40億５千１百万円の増収、セグメント利益に

つきましては、７億２千万円と前年同期の32.0％にあたる１億７千４百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・石油製品事業は、潤滑油及びベースオイルは前年同期並に推移し、添加剤は新規取引の実現等により引き続

き好調に推移しました。また、中国潤滑油事業は建機及び空調機業界等が好調に推移しました。

・石油ビジネス開発事業は、新規事業の開拓に注力しました。
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③ 第三事業

第三事業の売上高は、535億５千１百万円と前年同期の5.5％にあたる27億７千７百万円の増収、セグメント利

益につきましては、６億８千１百万円と前年同期の3.6％にあたる２千３百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・高機能素材事業は、印刷材料は前年同期微増に留まり、化学品原料及び合成樹脂加工品が前年同期並になっ

た結果、前年同期並に推移しました。

・機能建材事業は、断熱材は順調に推移したものの、防水資材は低調に推移しました。

 

④ 自動車事業

自動車事業の売上高は、18億３千６百万円と前年同期の14.4％にあたる２億３千１百万円の増収、セグメント

利益につきましては、２億７千１百万円と前年同期の20.8％にあたる７千１百万円の減益になりました。

これは主に以下の通り推移した結果によるものです。

・売上高は増加したものの持分法による投資利益の減少により、セグメント利益につきましては低調に推移し

ました。

 
当社グループの財政状態は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末における総資産は、732億２千９百万円と前年度末の0.7％にあたる４億８千万円の

減少となりました。また、負債は408億２百万円と前年度末の1.1％にあたる４億４千５百万円の減少、純資産につ

いては、324億２千６百万円と前年度末の0.1％にあたる３千４百万円の減少となりました。

この結果、自己資本比率は44.0％となりました。

なお、主な要因は以下のとおりであります。

・流動資産は563億９千４百万円と前年度末の1.9％にあたる10億５千５百万円の増加となっておりますが、これ

は、主に現金及び預金が借入金の返済等により減少した一方で、業績が好調に推移したことにより売上債権及

び棚卸資産が増加したためであります。これにより、流動負債では前年度末に比べて借入金が減少しました

が、仕入債務が増加しております。

・固定資産は168億３千４百万円と前年度末の8.4％にあたる15億３千５百万円の減少となっておりますが、これ

は、主に有形固定資産の一部処分や、保有する株式の市場価格が低下したことに伴うその他有価証券の評価額

の減少によるものであります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,780,000 41,780,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 41,780,000 41,780,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年12月31日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 16,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,757,900
 

417,579 ―

単元未満株式 普通株式 5,400
 

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,579 ―
 

(注) １.「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

２. 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】

  平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明和産業株式会社
東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,700 ― 16,700 0.04

計 ― 16,700 ― 16,700 0.04
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,257 4,817

  受取手形及び売掛金 ※1,※4  41,761 ※1,※4  43,824

  商品 6,589 7,083

  その他 930 859

  貸倒引当金 △198 △188

  流動資産合計 55,339 56,394

 固定資産   

  有形固定資産 856 725

  無形固定資産 253 166

  投資その他の資産   

   投資有価証券 16,296 14,944

   その他 1,107 1,111

   貸倒引当金 △143 △114

   投資その他の資産合計 17,260 15,942

  固定資産合計 18,370 16,834

 資産合計 73,709 73,229

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 29,836 31,595

  短期借入金 5,282 3,696

  1年内返済予定の長期借入金 54 137

  未払法人税等 459 391

  賞与引当金 526 414

  その他 602 704

  流動負債合計 36,762 36,940

 固定負債   

  長期借入金 654 529

  役員退職慰労引当金 19 20

  退職給付に係る負債 931 924

  その他 2,880 2,387

  固定負債合計 4,485 3,862

 負債合計 41,248 40,802
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,024 4,024

  資本剰余金 2,761 2,761

  利益剰余金 21,438 22,874

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 28,220 29,656

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,119 2,825

  繰延ヘッジ損益 △9 △5

  為替換算調整勘定 396 133

  退職給付に係る調整累計額 △499 △423

  その他の包括利益累計額合計 4,007 2,529

 非支配株主持分 233 240

 純資産合計 32,461 32,426

負債純資産合計 73,709 73,229
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 104,204 117,673

売上原価 96,396 109,028

売上総利益 7,807 8,644

販売費及び一般管理費 6,405 6,506

営業利益 1,402 2,138

営業外収益   

 受取配当金 224 179

 持分法による投資利益 503 421

 その他 64 69

 営業外収益合計 792 670

営業外費用   

 支払利息 68 118

 為替差損 24 99

 その他 53 92

 営業外費用合計 146 310

経常利益 2,049 2,498

特別利益   

 固定資産売却益 － 50

 投資有価証券売却益 0 －

 特別利益合計 0 50

特別損失   

 固定資産除却損 24 13

 その他 2 2

 特別損失合計 26 15

税金等調整前四半期純利益 2,022 2,533

法人税、住民税及び事業税 505 666

法人税等調整額 37 △6

法人税等合計 543 660

四半期純利益 1,479 1,872

非支配株主に帰属する四半期純利益 15 19

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,464 1,853
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 1,479 1,872

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,690 △1,128

 繰延ヘッジ損益 8 3

 為替換算調整勘定 272 △230

 退職給付に係る調整額 125 81

 持分法適用会社に対する持分相当額 191 △205

 その他の包括利益合計 2,287 △1,479

四半期包括利益 3,767 393

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,746 376

 非支配株主に係る四半期包括利益 21 17
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【注記事項】

(追加情報)

　

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１ 売上債権の流動化

当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行っており、当第３四半期連結会計期間末の金額は次のとおりであり

ます。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形譲渡額 54 62

売掛金譲渡額 21 18

売掛金流動化に伴う遡及義務額 7 7
 

 

 ２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

非連結子会社及び関連会社の
銀行借入等

96
非連結子会社及び関連会社の
銀行借入等

97

従業員住宅ローン 0 従業員住宅ローン －

計 96 計 97
 

 

 ３ 当座貸越契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当第３四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

当座貸越契約の総額 4,650 4,650

借入実行残高 － －

差引額 4,650 4,650
 

 

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形 767 784
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び

負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 110 144

のれんの償却額 9 7

負ののれんの償却額 0 0
 

 

(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 334 8.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 417 10.00 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
第一事業 第二事業 第三事業 自動車事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 24,105 27,258 50,774 1,604 103,743 460 104,204

セグメント間の内部
売上高又は振替高

56 38 42 4 142 5 148

計 24,161 27,297 50,817 1,609 103,886 466 104,352

セグメント利益
又は損失(△)

435 546 658 342 1,983 △46 1,936
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、硝子製品事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 1,983

「その他」の区分の利益又は損失(△) △46

セグメント間取引消去 50

全社費用(注) 61

四半期連結損益計算書の経常利益 2,049
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
第一事業 第二事業 第三事業 自動車事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 30,651 31,310 53,551 1,836 117,349 323 117,673

セグメント間の内部
売上高又は振替高

59 46 38 0 144 1 146

計 30,710 31,357 53,590 1,836 117,494 324 117,819

セグメント利益
又は損失(△)

693 720 681 271 2,367 △56 2,311
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、硝子製品事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 2,367

「その他」の区分の利益又は損失(△) △56

セグメント間取引消去 56

全社費用(注) 129

四半期連結損益計算書の経常利益 2,498
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 

第１四半期連結会計期間より、業績管理区分を変更したことに伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セ

グメントを従来の「化学品関連事業」「石油製品関連事業」「機能材料関連事業」「合成樹脂関連事業」「機能建材

関連事業」から、「第一事業」「第二事業」「第三事業」「自動車事業」に変更しております。

また、併せて事業セグメントの利益又は損失の算定方法を、従来の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値

から、経常利益ベースに変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法と利益又は損失の算定方法によ

り作成したものを記載しております。

詳細につきましては、「第２ 事業の状況 ２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」をご参照ください。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 35円07銭 44円39銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,464 1,853

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,464 1,853

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成31年2月13日

明和産業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 早   川 　 英   孝 印
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西   川　　 福   之 印
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和産業株式会社

の平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成30年10月1日から平成30年12

月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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